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１　施策の目的と指標
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③ ％
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単位 数値区分 H27年度 H28年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

見込み値 2,650 2,650 2,650 2,650 2,650 2,650

実績値 2,806 2,681 2,681 2,681 2,681

見込み値

実績値

見込み値

実績値

目標値 - - - - 3,021 3,010 2,999 2,988 2,977

実績値 3,142 3,096 3,054 3,048 3,055 3,110

目標値 268,049 268,049 268,049 268,049 239,036 239,036 239,036 239,036 239,036

実績値 223,511 212,975 239,036 265,792 260,216 273,511

目標値 55.2 56.4 58.8 60.0 54.0 55.5 57.0 58.5 60.0

実績値 54.0 50.1 52.6 60.4 56.1 56.6

目標値

実績値

①

②

③

④

４　施策の状況変化・住民意見等　※目標設定の前提とした後期基本計画策定時点の状況変化・住民意見等を記載しています。

５　予算等の推移 ※当初予算。骨格予算の年度は６月補正後
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　目標設定の考え方・理由（可能性と必然性）

過去4年間の減少人数を年間に換算し、成り行きでは毎年22人減少していくものと考えた。人口減少・少子高齢化の進行などを背景に、大幅に増加することは難しいため、目標は減
少幅を見込み値の半数にすることとし、令和元年の成り行き値から令和2年以降毎年11人減として令和6年度に2977人とした。

成り行き値は、過去の平均値を基に227,533百万円と設定。前期基本計画では、H18～H20の景気が安定していた時期の平均値（268,049百万円）を目標値としているが、景気の変動
があり事業者数が減少している中、現状とは大きく乖離があるため、後期においては現況値（H30年度実績・239,036百万円）を維持していくことを目標に設定した。

前期基本計画期間中、実績値はほぼ横ばいであり、成り行きでも横ばい傾向となることが想定される。前期では、過去最高値（H22、24実績値＝60.0%）を目標値としているが、この目
標が達成できていないため、過去最高の水準に戻すことを目標に、前期と同じ目標値とした。

２年度 ４年度 ５年度

３　施策の役割分担

件

人

（３）対象指標（対象の大きさを表す指標）

（４）成果指標（意図の達成度を表す指標）

安定した経営を続けることができる

（１）対象（誰、何を対象としているのか）　※人や自然資源等

（２）意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

施策関連課名

市内事業者

① 営業所得の申告者数

２　指標等の推移

成
果
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政策名

施策名

商工振興課

石川　浩

うるおいと活力のある　快適なまちの形成

商工業の振興

令和　４年　７月２１日
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B

百万円

％

②

成果指標設定の
              考え方

（成果指標設定の理由）

製造品の出荷額の状況を示す／市内の製造業者が安定した経営を続けることができていれば、製造品の出荷額が維持される（増加する）ので、成果指標とした。

　成果指標の
           測定方法

　（どのように
　実績値を把握するか）

営業をしている件数を示す／市内事業者が安定した経営を続けることができていれば、営業をしている人数の減少幅が少なくなるので、営業所得の申告者数を
成果指標とした。

市民アンケート『南アルプス市は、買い物に便利な地域だと思いますか』において、「あてはまる」「ややあてはまる」と回答した人の割合

市内の事業所等（従業員４人以上）における製造品出荷額（出典：工業統計調査、経済センサス）

税務課の課税データ「営業所得」の申告者数

市内の買い物環境に関する市民の評価を示す／市内の店舗が安定した経営を続けていれば、店舗の数や種類が維持され、買い物に便利な地域だと感じる市
民が増える（減らない）ので、成果指標とした。

2,681

-

3,089

前期基本計画 後期基本計画

（RESASによる）市内事業者件数

営業所得の申告者数

製造品出荷額

買い物に便利な地域だと思う市民の割合

H29年度

268,049

234,611
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３年度

13

68,267

①施策を取り巻く状況変化 （対象や根拠法令等は、今後（～R6年度末を見越して）どのように
変化するか？）

・大規模小売店が隣町に進出し、地元商店街の活気が薄れている。また、インターネット販売な
ど、消費者の購買行動が変化している。
・高齢化、核家族化の進行により、買い物弱者が増加する。
・経済情勢の変化に伴って、企業の求める雇用形態、若者の雇用状況が変化している。
・就業者のニーズが変化し、パートタイム労働や派遣・契約社員など、就業形態が多様化して
いる。

①市民（市民、事業所、地域、団体）の役割 （住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティ
が共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

・市民は地域で消費し、事業者は生産や販売を増やす努力をする。
・市内企業は市内雇用を増やす。
・事業所は、付加価値を高め魅力ある販売事業の展開を行なう。
・事業所は、伝統産業の時代ニーズに合わせた商品開発・販路開拓並びに後継者育成に取り
組む。

②行政（市、県、国）の役割 （協働を進めるため市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がや
るべきこと）

・消費者ニーズにあった新商品の開発、販路拡大・後継者育成への支援。
・意欲がある事業所に対して支援する。
・事業所と連携して就業環境を整える。

②関係者からの意見・要望 （この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からど
んな意見や要望が寄せられているか？）

・市街地の商業機能の充実を図るべきだとの意見がある。
・若者が地元で働けるような就業の場がほしいという意見がある。

製造品出荷額

12関連事業本数

区分 ６年度



６　施策の成果水準とその背景 施策名：

７　基本計画期間における施策方針

８　施策の目標達成のための基本事業の今年度（R4年度）の取組（事務事業）状況・今後の課題と次年度（R5年度)の方針

1

2

3

4

5

成果指標①②については、自治体により人口や面積、事業所の状況などが異なるため比較が難しい。
成果指標③買い物に便利な地域だと思う市民の割合は、大型店舗やホームセンターなどの進出により、
買い物の利便性は高いと思われる。

成果指標①営業所得の申告者数は、目標値より100人多い数字だった。コロナ禍で廃業が相次ぐなか、
事業者が永年培ってきた商品、サービス、技術、ノウハウなどを見つめ直し、自助努力した成果だと思わ
れる。
成果指標②製造品出荷額（工業統計調査、経済センサス）のR3年度実績値は、目標値より34,475百万円
高い実績値だった。新型コロナウイルス感染症の影響があり、全体として厳しい局面が続いているもの
の、一部の業種では増産の動きがみられる。
成果指標③買い物に便利な地域だと思う市民の割合のR3年度実績値は、目標値より1.1％高い数値
だった。市内に大型店舗やホームセンターが多く立地していること、また、コミュニティーバスの利便性の
向上や高齢者タクシー券の利用などにより、高齢者などが市内で買い物をする割合が増えたことも要因と
思われる。

持続可能な経営の支援

市内での就業・雇用の推進

基本事業

コロナ禍における「新しい生活様式」対応した、オンライン形式によ
る就職フェアを実施する。2年ぶりに行う市主催の就職フェアである
ため、実施した事業の内容及び結果を充分に検証し、次年度以降
の開催時期、方法を検討することが必要である。

経済状況に応じた対策や事業を展開するとともに、南アル
プスインター周辺に大規模小売店の進出が予定されている
ことから、その影響を受けることが予想される小規模事業者
等の経営を下支えすると同時に、大規模小売店の進出を
機に創業、事業拡大を計画する小規模事業者等を支援す
る。

R4年度に実施する事業の内容及び結果を充分に検証し開
催時期、方法を検討して市主催の事業を実施する。市内企
業と市内で就職を希望する人のマッチングを図り、人材確
保を支援する。

（１）施策の基本方針

・商工会との連携を強化し、商工業者の経済活動の活性化を図るとともに、雇用・就業機会の確保に努める。
・商工業者の安定経営や後継者の育成を支援し、地域に根差して経営を持続できる環境を整えるとともに、県外や海外への商圏拡大やセールスプロモーショ
ンを進めていく。

次年度（R5）の方針今年度（R4）の取組（事務事業）状況及び今後の課題

コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面し、影響を受けている
地域経済及び経済的な負担が増している市民生活に鑑み「市地域
経済活性化・生活者支援事業」として、元気券の配布をR2,3年度に
引き続き実施。
今後も、事業所を側面から支援し、経済団体と連携して、経済活動
を活発化させる環境を整える。

（１）目標達成度（目標値との比較）

目標より低い実績値だった

どちらかといえば目標より低い実績値だった

目標より高い実績値だった

成果がかなり低下した

成果がどちらかといえば低下した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかといえば向上した

成果がかなり向上した

どちらかといえば目標より高い実績値だった

目標どおりの実績値だった

シート２商工業の振興

かなり低い成果水準である

どちらかといえば低い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかといえば高い成果水準である

かなり高い成果水準である

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

成果指標①営業所得の申告者数は微増しているが、小規模事業者の高齢化により事業継承が出来ず
に廃業するなどの傾向があると思われる。
成果指標②製造品出荷額は、経年で見ると増加傾向だったが、R2年度は新型コロナウイルス感染症の
影響により、260,216百万円と初めて減少したが、R３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が引き続
きあり、山梨県全域では減少している中、本市では273,511百万円と増加に転じた。
成果指標③買い物に便利な地域だと思う市民の割合は、経年で見ると増減を繰り返している。H30年度
からR1年度は7.8％増加したが、R1年度からR2年度は4.3％減少し、R2年度からR3年度はほぼ横ばいで
あった。高齢化に伴い、買い物弱者が増加していること、またネットショッピングや通信販売などの利用が
増え、買い物に対する環境が変化しつつあることも影響していると思われる。

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

（３）他団体比較（近隣他市、県・国との比較など）

（２）時系列比較（どのように変化してきたか）


